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判断をすることから社会経済的な間接被害の発生が始ま

る． 例えば家計が住宅や設備の損壊を受け，ライフライ

ンインフラの機能停止により水道・電力・ガス・石油な

どの供給を受けることができなくなると，通常家計内で

行っていた食事や入浴サービスの提供が困難になる．必

要不可欠な飲料水や食料を確保するために自宅外の避難

所に移動したり，時間をかけて並んで手に入れて自宅に

持ち帰るなどの新しい活動が優先され，通常時に比べれ

ば，通勤や経済活動への労働時間の供給が減少すること

となる．交通サービスの低下により，平常時に比べて同

じ区間の通勤時間が増加することも考えられる．一方企

業は，労働者の労働時間の減少のほか，交通インフラの

機能低下により原材料や中間サービスを入手が困難とな

り，生産能力が縮小する． 

 活動水準の低下は，より川下側にある企業が生産量を

減少させ，当該活動に対する需要が減少することによっ

ても起きる．例えば自動車の部品を製造する企業は，川

下の完成車の生産工程が停止すれば，部品の需要がなく

なるため，生産活動を停止しなければならなくなる．さ

らにその企業の労働者は，生産活動の停止を受けて労働

需要が一時的に低下するため，通常時のように企業に通

勤して労働時間を提供する必要がなくなる． 

このような各経済主体の活動水準の調整は，半日，1日，

１週間といった単位で行う必要がある．交通サービスに

制約がある中で，数時間のために労働者を毎日通勤させ

ることは非効率であり，製造品質の確保のためには最低

でも数日間の連続稼働が必要となる生産設備を持つ工場

も存在する．このような場合，生産能力の回復や需要の

動向を見ながら即座に活動水準を調整することはできず，

あらかじめ状況の変化を予想しながら，関連企業の復旧

の見通しを勘案して自らの復旧を計画することが必要に

なる． 

さらに企業の受けた被害が甚大であり，容易に復旧させ

ることが困難な場合，資金繰りが困難となり従業員の雇

用の維持ができず，倒産や廃業につながる可能性がある．

津波により企業の経営者や業務の維持に不可欠な従業者

の命が失われる場合も，廃業が余儀なくされ，災害によ

る影響は不可逆なものとなる． 

このように，活動復旧は確かに家計や企業というミクロ

な経済主体が決定した行為の結果であるが，不可逆性を

持ち，相互の関連性の中で幾つかの条件のすべてが回復

しなければ自らの活動が回復できないという乗法的なメ

カニズムが働く．さらに個々の主体の判断において，地

域社会や経済の全体的な回復速度への見通しが影響する

ため，一部の回復の遅い部門のスピードに他の部門のス

ピードが制約を受けるという，極めて非線形性が高いプ

ロセスであると考えられる． 

 

1.3 社会経済的影響分析の意義と課題 
（Importance of Socio-Economic Impact Analysis） 
 

 他方，人口や経済活動の量的な変化をつかむ統計調査

の結果公表を待ち，震災前のトレンドの延長線から実績

値までの落ち込みを捉えるというマクロな方法で，震災

の社会経済的影響を把握するというアプローチも考えら

れる．実際，本編で紹介する分析結果の多くは，この方

法で間接被害の実態を捉えるのに成功している． 
しかしながら，マクロな統計調査が行われるまでの間に，

どのような復旧・復興政策が行われたかが，復旧速度及

び間接被害額に大きく影響するという問題がある．また，

先に述べた復旧のプロセスの不可逆性，非線形性のため

に，ミクロな主体の判断の小さな違いが大きな結果の違

いに拡大する可能性がある．そのため，今後類似の規模

の災害が発生した場合，同様の社会経済的な影響が発生

するとは言えない．直接被害総額に対する間接被害総額

の割合という数値すら，将来の災害に対する安定的な値

を知ることは困難であると言わざるをえない． 
 本震災に対して社会経済的な影響の発生，波及過程を

分析しても，その結果として得られた定量的な数値をそ

のまま将来の災害の影響の定量的な予測に使うことは困

難である．ここでの分析の目的は，インフラの破壊と機

能の停止を出発点として，その影響が異なる経済主体に

波及していく中で，主要な波及関係のありか，波及速度，

規模感をざっくりと理解することにあり，それを今後の

災害後の緊急対応，復旧政策の順位づけに役立てるとこ

ろにある．このような災害波及の主要な波及関係は，通

常時の社会経済的な構造を反映しており，他の地域や時

期に対しても大きくは変化しないと考えられる．さらに，

本編で紹介する研究結果の多くは，何らかの形で平常時

の社会経済的構造に基づいて災害時の影響波及構造を捉

える試みを含んでおり，その考え方と現状で利用可能な

分析方法を理解しておくことは，今後の災害への対応を

考える上で役立つと考えられる．  
 

 
1.4 本編の構成（Contents of This Part） 

 

 本編の第2章では，東日本大震災直後の各種のインフ

ラ機能の停止と復旧の状況を概観している．具体的には

道路，鉄道，港湾，空港という交通インフラ，通信，電

力，上下水道，ガスというライフラインの状況を概説し


